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農福連携等推進会議

議⻑

副議⻑

構成員

内閣官房⻑官

厚生労働大臣
農林水産大臣

内閣官房副⻑官（衆）
内閣官房副⻑官（参）
内閣官房副⻑官（事務）
内閣官房副⻑官補（内政担当）
内閣官房内閣審議官（内閣官房副⻑官補付）
法務省矯正局⻑
法務省保護局⻑
文部科学省初等中等教育局⻑
厚⽣労働省職業安定局⻑
厚⽣労働省社会・援護局障害保健福祉部⻑
農林水産省大臣官房総括審議官
農林⽔産省農村振興局⻑

〇 農福連携について、全国的な機運の醸成を図り、今後強力に推進していく方策を検討するため、省庁横断の会議

として「農福連携等推進会議」を設置。

○ 会議は、議⻑を官房⻑官、副議⻑を厚⽣労働大臣及び農林水産大臣とし、現場で活躍されている有識者等も参画。

開催スケジュール等

会議開催
６月４日農福連携の更なる推進に向けた方策を総合的にまとめた

「農福連携等推進ビジョン」を決定
・４／25 第１回開催

且田久美 株式会社九神ファームめむろ取締役
(エフピコダックス株式会社障がい者雇用責任者)

小池邦子 社会福祉法人花工房福祉会理事⻑
佐藤康博 日本経済団体連合会農業活性化委員⻑
城島茂 TOKIO
新免修 山城就労支援事業所さんさん山城施設⻑
鈴木厚志／緑 京丸園株式会社代表取締役／総務取締役
鈴木英敬 農福連携全国都道府県ネットワーク会⻑
中村邦子 社会福祉法人白鳩会常務理事
中家徹 全国農業協同組合中央会会⻑
皆川芳嗣 一般社団法人日本農福連携協会会⻑
村木厚子 津田塾大学客員教授

有識者

・６／４ 第２回開催
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就労訓練

地域住⺠と交流ができるようになった

コミュニケーション向上

自分に自信を持てるようになった

１．農福連携と地域共生社会の実現

● 近年、障害者の働く意欲はますます⾼まっている状況。
● 農福連携は、障害者が持てる⼒を発揮し、⽣活の質の向上につながる取組。

（%）

【出典】「農と福祉の連携についての調査研究報告」（平成26年3月特定非営利活動法人日本セルプセンター）
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【出典】「障害者雇用状況」（厚生労働省）

0

4

8

12

16

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

（千人）

3,000
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【出典】社会福祉施設等調査（厚生労働省）

福祉から⼀般就労への移⾏者数

10年間で約５倍

⺠間企業における障害者の雇⽤者数

32.6万人 53.5万人

20年６⽉ 30年６⽉
10年で20万人増

（身体26.6万、知的5.4万、精神6千） （身体34.6万、知的12.1万、精神6.7万）

障害者の働く意欲の高まり

障害者にとっての農業活動の効果

（ｎ＝279）

身体面や精神面でプラス

農福連携の高い効果

地域とのつながりに貢献

これらが相まって、農福連携の取組が徐々に浸透。
障害者の社会参加につながるものであり、地域共生社会の実現に向け重要。

＊厚労省ﾓﾃﾞﾙ事業(｢農福連携による就農促進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ｣)の
実施自治体も拡大(H28 28府県 → H30 42道府県）

第１回会議（Ｈ31.4.25）
厚労省説明資料
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（参考）社会保障制度の新たな展開を図る政策対話

○ 平成31年３⽉28日（木）17︓30〜18︓30
○ 厚⽣労働省10階大臣室
○ 出席者（五⼗⾳順・敬称略）

飯田 大輔 （社会福祉法人福祉楽団 理事⻑）
榊原 典俊 （社会福祉法⼈⻘葉仁会 理事⻑）
中村 淳 （ﾊﾟｰｿﾙｻﾝｸｽ株式会社 代表取締役）

○ テーマ︓農福連携

⼤⾂が各業界関係者と直に意⾒交換する「社会保障制度の新たな展開を図る政策対話」開催。

第１回テーマが「農福連携」（３月28日開催）。

2040年の⾼齢化社会を⾒据えた社会保障改⾰を進めるに当たっては、これまでの厚⽣労働⾏政
の枠組みにとらわれず、様々な分野の展開の視点を取り込むことが重要。

＜出席者からは多様な視点からの提案あり＞

※３月下旬から４月下旬にかけて４テーマで開催

出席者からは、それぞれ

・ 林業の取組や障害者以外の働きづらさを抱える方への取組事例

・ 全国的な農福連携の広がり

・ 農業に参入した契機や今後の可能性、自治体と連携した取組

などについてご発表あり

※関係省庁として農林⽔産省も同席

第１回会議（Ｈ31.4.25）
厚労省説明資料
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２．農福連携の更なる取組と広がりの⽀援

地域づくりの取組への拡がり

生活困窮者などの就労訓練や
認知症のある高齢者の支援への拡がり

林業や⽔産業などへの拡がり

● 農福連携を全国的に展開していくことが重要。
● 農福連携が浸透するにつれ、取組は多彩に。｢障害者の活躍の場の拡大｣や｢農作業がもた
らす高い効果の波及｣の観点から、農 福 それぞれの広がりを支援していくことが必要。

● 農福連携をキーワードに、地域共生社会の実現を目指す。

● 農業に加え、林業や⽔産業での取組を
始める障害者就労施設も

▶地域に根付いた産業が障害者の活躍の場に

● 自治体と連携協定を締結し、農福連携
に取り組む企業も

▶農福連携が地域共⽣社会のキーワードに

● 生活困窮者や高齢者の支援においても
農作業を取り入れる事業所も

▶農福連携による効果が他分野にも波及

農 福連携の広がり 農 福 連携の広がり

農福連携の全国的な機運の醸成

第１回会議（Ｈ31.4.25）
厚労省説明資料
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農福連携等推進ビジョン（概要）

Ⅰ 農福連携等の推進に向けて

農福連携は、農業と福祉が連携し、障害者の農業分野での活躍を通じて、農業経営
の発展とともに、障害者の自信や生きがいを創出し、社会参画を実現する取組
年々⾼齢化している農業現場での貴重な働き⼿となることや、障害者の生活の質の
向上等が期待

農福連携は、様々な目的の下で取組が展開されており、これらが多様な効果を発揮さ
れることが求められるところ
持続的に実施されるには、農福連携に取り組む農業経営が経済活動として発展して
いくことが重要で、個々の取組が地域の農業、⽇本の農業・国⼟を⽀える⼒になることを
期待
農福連携を全国的に広く展開し、裾野を広げていくには「知られていない」「踏み出しに
くい」「広がっていかない」といった課題に対し、官⺠挙げて取組を推進していく必要

また、ユニバーサルな取組として、高齢者、生活困窮者等の就労・社会参画支援や犯
罪・⾮⾏をした者の⽴ち直り⽀援等、様々な分野にウイングを広げ、地域共生社会の実
現を図ることが重要（SDGsにも通じるもの）

農福連携等の推進については、引き続き、関係省庁等による連携を強化

Ⅱ 農福連携を推進するためのアクション
⽬標︓農福連携等に取り組む主体を新たに3,000創出※

１ 認知度の向上

・定量的なデータを収集・解析し、農福連携のメリットを客観的に提示

・優良事例をとりまとめ、各地の様々な取組内容を分かりやすく情報発信

・農福連携で生産された商品の消費者向けキャンペーン等のＰＲ活動

・農福連携マルシェなど東京オリンピック・パラリンピック等に合わせた戦略的プロモーショ
ンの実施

２ 取組の促進

○ 農福連携に取り組む機会の拡大

・ワンストップで相談できる窓口体制の整備 ・スタートアップマニュアルの作成

・試験的に農作業委託等を短期間⾏う「お試しノウフク」の仕組みの構築

・特別支援学校における農業実習の充実

・農業分野における公的職業訓練の推進

○ ニーズをつなぐマッチングの仕組み等の構築

・農業経営体と障害者就労施設等のニーズをマッチングする仕組み等の構築

・コーディネーターの育成・普及

・ハローワーク等関係者における連携強化を通じた、農業分野での障害者雇用の推進

○ 障害者が働きやすい環境の整備と専門人材の育成

・農業法人等への障害者の就職・研修等の推進と、障害者を新たに雇⽤して⾏う

実践的な研修の推進

・障害者の作業をサポートする機械器具、スマート農業の技術等の活用

・全国共通の枠組みとして農業版ジョブコーチの仕組みの構築

・農林⽔産研修所等による農業版ジョブコーチ等の育成の推進

・農業大学校や農業高校等において農福連携を学ぶ取組の推進

・障害者就労施設等における⼯賃・賃⾦向上の⽀援の強化

○ 農福連携に取り組む経営の発展

・農福連携を⾏う農業経営体等の収益⼒強化等の経営発展を目指す取組の推進

・農福連携の特色を生かした6次産業化の推進 ・障害者就労施設等への経営指導

・農福連携でのGAPの実施の推進

３ 取組の輪の拡⼤

・各界関係者が参加するコンソーシアムの設置、優良事例の表彰・横展開

・障害者優先調達推進法の推進とともに、関係団体等による農福連携の横展開等の
推進への期待

Ⅲ 農 福 連携の広がりの推進
「農」と「福」のそれぞれの広がりを推進し、農福連携等を地域づくりのキーワードに据え、
地域共生社会の実現へ

１ 「農」の広がりへの支援
林業及び⽔産業において、特殊な環境での作業もあることにも留意しつつ、障害特性
等に応じた、マッチング、研修の促進、経営発展を⽬指す取組の推進、林・⽔産業等
向け障害者就労のﾓﾃﾞﾙ事業の創設

２ 「福」の広がりへの支援
高齢者、生活困窮者、ひきこもりの状態にある者等の働きづらさや生きづらさを感じて
いる者の就労・社会参画の機会の確保や、犯罪や⾮⾏をした者の⽴ち直りに向けた取
組の推進※ 令和６（2024）年度までの⽬標

（令和元年６月４日農福連携等推進会議決定）
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障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律の概要

障害者の雇用を一層促進するため、事業主に対する短時間労働以外の労働が困難な状況にある障害者の雇入れ及び継続雇用の支援、

国及び地方公共団体における障害者の雇用状況についての的確な把握等に関する措置を講ずる。

改正の趣旨

１．障害者の活躍の場の拡大に関する措置

⑴ 国及び地方公共団体に対する措置

① 国及び地方公共団体の責務として、自ら率先して障害者を雇用するように努めなければならないこととする。

② 厚生労働大臣は、障害者雇用対策基本方針に基づき、障害者活躍推進計画作成指針を定めるものとし、国及び地方公共団体は、同指針に即

して、障害者活躍推進計画を作成し、公表しなければならないこととする。

③ 国及び地方公共団体は、障害者雇用推進者（障害者雇用の促進等の業務を担当する者）及び障害者職業生活相談員（各障害者の職業生活に

関する相談及び指導を行う者）を選任しなければならないこととする。

④ 国及び地方公共団体は、厚生労働大臣に通報した障害者の任免状況を公表しなければならないこととする。

⑤ 国及び地方公共団体は、障害者である職員を免職する場合には、公共職業安定所長に届け出なければならないこととする。

⑵ 民間の事業主に対する措置

① 短時間であれば就労可能な障害者等の雇用機会を確保するため、短時間労働者のうち週所定労働時間が一定の範囲内にある者（特定短時間

労働者）を雇用する事業主に対して、障害者雇用納付金制度に基づく特例給付金を支給する仕組みを創設する。

② 障害者の雇用の促進等に関する取組に関し、その実施状況が優良なものであること等の基準に適合する中小事業主（常用労働者300人以下）

を認定することとする。

２．国及び地方公共団体における障害者の雇用状況についての的確な把握等に関する措置

⑴ 厚生労働大臣又は公共職業安定所長による国及び地方公共団体に対する報告徴収の規定を設ける。

⑵ 国及び地方公共団体並びに民間の事業主は、障害者雇用率の算定対象となる障害者の確認に関する書類を保存しなければならないこととする。

⑶ 障害者雇用率の算定対象となる障害者であるかどうかの確認方法を明確化するとともに、厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、国及び地

方公共団体に対して、確認の適正な実施に関し、勧告をすることができることとする。

改正の概要

施行期日

平成32年4月1日（ただし、１．⑴①及び２．⑴については公布の日、１．⑴③④⑤並びに２．⑵及び⑶については公布の日から起算して３

月を超えない範囲内において政令で定める日）
7
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害
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雇
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促
進
等
に
関
す
る
法
律
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一
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改
正
す
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律
案
に
対
す
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附
帯
決
議

（
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五
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十
日
衆
議
院
厚
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労
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会
）

政
府
は
、
本
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の
施
行
に
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り
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次
の
事
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に
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い
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切
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措
置
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講
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る
べ
き
で
あ
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。

一
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公
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に
お
け
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推
進
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作
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に
当
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っ
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害
者
団
体
の
参
画
を
得
て

指
針
を
策
定
す
る
と
と
も
に
、
現
に
就
労
し
て
い
る
障
害
者
、
地
域
の
関
係
者
等
か
ら
の
意
見
を
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ま
え
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、
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の
内
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つ
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て
、
「
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差
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禁
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指
針
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合
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指
針
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と
し
て
、
国
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び
地
方
公
共

団
体
に
お
け
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採
用
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法
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用
後
の
労
働
環
境
等
の
実
態
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把
握
及
び
公
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並
び
に
実
態
を
踏
ま
え
た
改
善
策
を

当
該
計
画
に
盛
り
込
む
こ
と
。
ま
た
、
当
該
計
画
の
実
施
に
当
た
り
、
地
方
公
共
団
体
間
で
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差
が
生
じ
な
い
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う
、
各
地
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公
共
団
体
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財
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況
や
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域
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情
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計
画
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た
め
の
必
要
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検
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と
。
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国
及
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地
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公
共
団
体
に
よ
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障
害
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大
量
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用
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法
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用
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っ
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企
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に
つ
い
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そ
の
実
態
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に
努
め
必
要
な
支
援
策
を
検
討
す
る
こ
と
。

三
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者
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障
害
者
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率
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度
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在
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及
び
助
成
金
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給
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含
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障
害
者
雇
用
納
付
金
制
度
の
在

り
方
に
つ
い
て
、
障
害
者
団
体
が
参
画
す
る
検
討
の
場
を
設
け
る
こ
と
。
そ
の
際
、
障
害
者
雇
用
率
制
度
の
対
象
者

の
範
囲
に
つ
い
て
は
、
障
害
者
基
本
法
及
び
障
害
者
雇
用
促
進
法
の
障
害
者
の
定
義
を
踏
ま
え
、
障
害
者
手
帳
所
持

者
以
外
も
含
め
る
こ
と
を
検
討
す
る
こ
と
。

四

障
害
者
雇
用
率
制
度
に
お
い
て
長
期
の
雇
用
に
対
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
付
与
す
る
こ
と
を
検
討
す
る
等
、
障

害
者
の
平
均
勤
続
年
数
の
増
加
に
向
け
た
施
策
に
取
り
組
む
こ
と
。

五

除
外
率
制
度
の
廃
止
に
向
け
て
、
労
働
政
策
審
議
会
に
お
い
て
遅
滞
な
く
検
討
す
る
こ
と
。

六

在
宅
就
業
障
害
者
支
援
制
度
に
つ
い
て
、
民
問
企
業
を
含
む
関
係
団
体
の
意
見
を
踏
ま
え
つ
つ
、
そ
の
充
実
に
向

け
て
取
り
組
む
こ
と
。
ま
た
、
福
祉
的
就
労
の
場
へ
の
仕
事
の
発
注
に
関
し
て
、
民
間
企
業
等
か
ら
の
発
注
促
進
策

に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
。

七

国
、
地
方
公
共
団
体
及
び
民
間
企
業
に
お
け
る
障
害
者
に
対
す
る
差
別
の
禁
止
及
び
合
理
的
配
慮
の
提
供
の
実
施

状
況
に
つ
い
て
、
そ
の
実
態
を
幅
広
く
把
握
し
、
個
人
情
報
の
保
護
に
留
意
し
つ
つ
公
表
す
る
こ
と
。
ま
た
、
実
態

把
握
に
当
た
っ
て
は
、
事
業
主
だ
け
で
な
く
雇
用
さ
れ
て
い
る
障
害
者
及
び
障
害
者
団
体
か
ら
の
意
見
や
情
報
を
十

分
に
反
映
す
る
こ
と
。

八

障
害
者
が
働
く
た
め
の
人
的
支
援
な
ど
合
理
的
配
慮
を
含
む
環
境
整
備
に
関
す
る
支
援
策
の
充
実
強
化
に
向
け
て

検
討
す
る
こ
と
。
ま
た
、
職
場
介
助
者
や
手
話
通
訳
者
の
派
遣
等
の
人
的
支
援
に
関
し
、
現
行
制
度
上
の
年
限
の
撤

廃
及
び
制
度
利
用
の
促
進
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
。

九

男
女
別
の
障
害
者
の
雇
用
状
況
等
の
実
態
把
握
を
行
い
、
障
害
の
あ
る
女
性
の
複
合
的
困
難
に
配
慮
し
た
き
め
細

か
い
支
援
を
講
ず
る
こ
と
。

十

労
使
、
障
害
者
団
体
等
が
参
画
し
て
、
雇
用
施
策
と
福
祉
施
策
の
一
体
的
展
開
の
推
進
を
審
議
で
き
る
体
制
を
速

や
か
に
整
備
し
、
制
度
の
谷
間
で
働
く
機
会
を
得
ら
れ
な
い
、
又
は
必
要
な
支
援
等
が
な
い
た
め
に
継
続
し
て
働
く

こ
と
が
で
き
な
い
等
の
障
害
者
の
置
か
れ
た
現
状
を
解
消
す
る
た
め
、
通
勤
に
係
る
障
害
者
へ
の
継
続
的
な
支
援

や
、
職
場
等
に
お
け
る
支
援
の
在
り
方
等
の
検
討
を
開
始
す
る
こ
と
。
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障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

（
令
和
元
年
六
月
六
日
参
議
院
厚
生
労
働
委
員
会
）

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
べ
き
で
あ
る
。

一
、
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
自
ら
率
先
し
て
障
害
者
の
雇
用
に
努
め
る
と
い
う
責
務
を
規
定
す
る
こ
と
の
意
義
を
重
く
受
け
止

め
、
障
害
者
が
自
ら
の
希
望
や
障
害
の
特
性
等
に
応
じ
て
、
無
理
な
く
安
心
し
て
、
か
つ
働
き
が
い
を
持
っ
て
安
定
的
に
働

く
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
障
害
者
の
活
躍
の
場
の
拡
大
に
向
け
た
取
組
を
着
実
に
進
め
る
こ
と
。
ま
た
、
民
間
企
業
に
お
け

る
先
進
的
な
取
組
事
例
な
ど
を
参
考
に
し
つ
つ
、
障
害
者
権
利
条
約
が
求
め
る
イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
雇
用
の
推
進
も
念
頭
に
置

き
な
が
ら
、
公
務
部
門
に
お
け
る
重
度
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
に
努
め
る
こ
と
。

二
、
国
及
び
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
障
害
者
活
躍
推
進
計
画
の
作
成
に
当
た
っ
て
は
、
障
害
者
団
体
や
当
事
者
の
参
画
を
得
て

指
針
を
策
定
す
る
と
と
も
に
、
現
に
就
労
し
て
い
る
障
害
者
や
地
域
の
関
係
者
等
か
ら
の
意
見
も
踏
ま
え
つ
つ
、
そ
の
内
容

に
つ
い
て
、
「
障
害
者
差
別
禁
止
指
針
」
及
び
「
合
理
的
配
慮
指
針
」
を
基
準
と
し
て
、
国
及
び
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

採
用
方
法
、
採
用
後
の
労
働
環
境
等
の
実
態
の
把
握
及
び
公
表
並
び
に
実
態
を
踏
ま
え
た
改
善
策
を
当
該
計
画
に
盛
り
込
む

こ
と
。
ま
た
、
当
該
計
画
の
実
施
に
当
た
り
、
地
方
公
共
団
体
間
で
格
差
が
生
じ
な
い
よ
う
、
各
地
方
公
共
団
体
の
財
政
状

況
や
地
域
事
情
に
応
じ
て
、
計
画
実
現
の
た
め
の
必
要
な
支
援
を
検
討
す
る
こ
と
。

三
、
国
及
び
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
障
害
者
の
大
量
採
用
の
影
響
を
受
け
て
法
定
雇
用
率
が
未
達
成
と
な
っ
た
民
間
企
業
に
つ
い

て
は
、
そ
の
実
態
把
握
に
努
め
、
当
該
企
業
に
対
し
て
集
中
的
な
支
援
を
行
う
こ
と
を
含
め
、
必
要
な
支
援
策
を
速
や
か
に

検
討
す
る
こ
と
。

四
、
対
象
者
の
範
囲
を
含
む
障
害
者
雇
用
率
制
度
の
在
り
方
及
び
助
成
金
の
支
給
を
含
む
障
害
者
雇
用
納
付
金
制
度
の
在
り
方
に

つ
い
て
、
障
害
者
団
体
が
参
画
す
る
検
討
の
場
を
設
け
る
こ
と
。
そ
の
際
、
障
害
者
雇
用
率
制
度
の
対
象
者
の
範
囲
に
つ
い

て
は
、
障
害
者
基
本
法
及
び
障
害
者
雇
用
促
進
法
の
障
害
者
の
定
義
を
踏
ま
え
、
障
害
者
手
帳
所
持
者
以
外
も
含
め
る
こ
と

を
検
討
す
る
こ
と
。

五
、
障
害
者
雇
用
に
お
い
て
は
、
障
害
者
の
能
力
を
引
き
出
し
て
就
労
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま

え
、
障
害
者
手
帳
は
取
得
で
き
な
い
が
障
害
に
よ
っ
て
働
き
づ
ら
さ
を
抱
え
る
者
へ
の
就
労
支
援
と
、
そ
の
た
め
に
必
要
と

な
る
就
労
能
力
の
判
定
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
専
門
家
に
よ
る
検
討
の
場
を
設
け
、
速
や
か
に
検
討
を
開
始
す
る
こ
と
。

六
、
障
害
者
雇
用
率
制
度
に
お
い
て
長
期
の
雇
用
に
対
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
付
与
す
る
こ
と
を
検
討
す
る
等
、
障
害
者
の
平

均
勤
続
年
数
の
増
加
に
向
け
た
施
策
の
実
現
に
取
り
組
む
こ
と
。

七
、
障
害
者
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
取
組
が
優
良
な
中
小
事
業
主
に
対
す
る
認
定
制
度
の
創
設
に
当
た
っ
て
は
、
中
小
企
業
の

障
害
者
雇
用
や
経
営
の
実
情
等
を
踏
ま
え
、
評
価
項
目
等
を
検
討
す
る
こ
と
。
ま
た
、
当
該
制
度
が
広
く
普
及
す
る
よ
う
、

国
民
に
制
度
の
周
知
啓
発
を
行
う
と
と
も
に
、
認
定
制
度
の
新
た
な
メ
リ
ッ
ト
の
付
与
に
つ
い
て
検
討
を
進
め
、
併
せ
て
、

労
働
関
係
法
令
違
反
な
ど
、
制
度
の
趣
旨
に
ふ
さ
わ
し
く
な
い
企
業
の
不
認
定
及
び
認
定
取
消
し
に
つ
い
て
も
基
準
を
設
け

る
こ
と
。

八
、
除
外
率
制
度
の
廃
止
に
向
け
て
、
除
外
率
の
段
階
的
な
引
下
げ
等
を
労
働
政
策
審
議
会
に
お
い
て
遅
滞
な
く
検
討
す
る
こ

と
。

九
、
在
宅
就
業
障
害
者
支
援
制
度
に
つ
い
て
、
民
間
企
業
を
含
む
関
係
団
体
の
意
見
を
踏
ま
え
つ
つ
、
そ
の
充
実
に
向
け
て
取
り

組
む
こ
と
。
ま
た
、
障
害
者
就
労
施
設
等
へ
の
仕
事
の
発
注
に
関
し
て
、
民
間
企
業
等
か
ら
の
発
注
促
進
策
に
つ
い
て
検
討

す
る
こ
と
。

十
、
国
地
方
公
共
団
体
及
び
民
間
企
業
に
お
け
る
障
害
者
に
対
す
る
差
別
の
禁
止
及
び
合
理
的
配
慮
の
提
供
の
実
施
状
況
に
つ
い

て
、
そ
の
実
態
を
幅
広
く
把
握
し
、
個
人
情
報
の
保
護
に
留
意
し
つ
つ
公
表
す
る
こ
と
。
ま
た
、
実
態
把
握
に
当
た
っ
て

は
、
事
業
主
だ
け
で
な
く
雇
用
さ
れ
て
い
る
障
害
者
及
び
障
害
者
団
体
か
ら
の
意
見
や
情
報
を
十
分
に
反
映
す
る
こ
と
。

次
頁
に
つ
づ
く
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十
一
、
障
害
者
が
働
く
た
め
の
人
的
支
援
な
ど
合
理
的
配
慮
を
含
む
環
境
整
備
に
関
す
る
支
援
策
の
充
実
強
化
に
向
け
て
検
討
す

る
こ
と
。
ま
た
、
職
場
介
助
者
や
手
話
通
訳
者
の
派
遣
等
の
人
的
支
援
に
関
し
、
現
行
制
度
上
の
年
限
の
撤
廃
及
び
制
度
利

用
の
促
進
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
。

十
二
、
障
害
の
種
別
・
程
度
に
応
じ
た
男
女
別
、
年
齢
層
別
の
障
害
者
の
雇
用
・
就
労
状
況
等
の
実
態
把
握
を
丁
寧
に
行
い
、
障

害
の
あ
る
女
性
や
中
高
年
齢
層
の
複
合
的
困
難
、
ま
た
労
働
時
間
な
ど
働
き
方
に
特
段
の
対
応
が
必
要
な
障
害
者
等
に
配
慮

し
た
き
め
細
か
い
支
援
策
を
具
体
的
に
検
討
し
、
講
じ
て
い
く
こ
と
。

十
三
、
労
使
、
障
害
者
団
体
等
が
参
画
し
て
、
雇
用
施
策
と
福
祉
施
策
の
一
体
的
展
開
の
推
進
を
審
議
で
き
る
体
制
を
速
や
か
に

整
備
し
、
制
度
の
谷
間
で
働
く
機
会
を
得
ら
れ
な
い
、
又
は
必
要
な
支
援
等
が
な
い
た
め
に
継
続
し
て
働
く
こ
と
が
で
き
な

い
等
の
障
害
者
の
置
か
れ
た
現
状
を
解
消
す
る
た
め
、
現
状
の
把
握
を
行
う
と
と
も
に
、
通
勤
に
係
る
障
害
者
へ
の
継
続
的

な
支
援
や
、
職
場
等
に
お
け
る
支
援
の
在
り
方
等
の
検
討
を
開
始
す
る
こ
と
。

十
四
、
教
育
委
員
会
に
お
け
る
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
の
た
め
、
障
害
を
有
す
る
教
職
員
の
採
用
を
進
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
文

部
科
学
省
と
厚
生
労
働
省
が
連
携
し
て
、
共
生
社
会
の
形
成
の
理
念
の
も
と
、
必
要
な
施
策
を
進
め
る
こ
と
。

十
五
、
障
害
を
有
す
る
者
の
勤
労
意
欲
が
増
進
し
、
ま
た
、
減
退
し
な
い
こ
と
を
主
眼
に
置
い
た
上
で
、
雇
用
、
年
金
、
福
祉
等

の
諸
制
度
間
の
連
続
性
が
確
保
さ
れ
る
よ
う
、
必
要
な
検
討
を
行
う
こ
と
。

右
決
議
す
る
。
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１．障害者の採用・定着支援等について
（７）障害者の⾃⽴の促進や⺠間における障害者雇⽤に資する取組の推進する観点から、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律に

基づき、障害者就労施設等からの物品等の調達について、一層の推進を図る。

障害者優先調達推進法に基づく調達を一層促進するための取組

● 上記に加え、「公務部門における障害者雇用に関する基本方針（平成30年10月23日公務部門における障害者雇用に関

する関係閣僚会議決定）」も踏まえ、30年度から、次の取組を実施
 市町村ごとの調達実績額（平成29年度分）の公表 ※国、都道府県の調達実績額は26年度（25年度分）から実施済

 国、都道府県、市町村等の担当・連絡先の公表
 各省庁における調達方針及び調達方針に定める目標一覧の公表
 都道府県が把握している、対象となる全国の共同受注窓口一覧の公表
 各機関において創意・工夫等している取組事例の公表

厚生労働省では、障害者優先調達推進法に基づく調達を一層促進するため、以下を実施。

● 厚生労働省ホームページにおいて以下を周知
 各省庁の取組事例（平成26年度から実施）
 障害者就労施設等での物品及び役務の提供例（平成26年度から実施）
 都道府県、市町村における取組事例（平成28年度から実施）
 調達方針の未作成市町村名の公表（平成28年度から実施）

３．国・地方公共団体における障害者の活躍の場の拡大

（３）障害者の⾃⽴の促進や⺠間における障害者雇⽤に資する取組の推進

イ 障害者優先調達推進法に基づく、障害者就労施設等からの物品等の調達の推進

・ 各府省は、障害者雇⽤の推進と併せ、障害者の⾃⽴の促進や⺠間における障害者雇⽤に資する取組を推進する観点から、国等による障害者就労施設等から

の物品等の調達の推進等に関する法律（平成24年法律第50号）に基づく障害者就労施設等からの物品等の調達を着実に推進する。

・ 具体的には、各府省は、調達⽅針において定めている⽬標の達成に向けて取り組む。また、厚⽣労働省は、各府省に対し、対象となる障害者就労施設等に関

する詳細な情報や創意・⼯夫等している取組事例を提供する。これらの取組などにより各府省の調達の推進等に向けた取組を進める。

【参考１】 公務部門における障害者雇用に関する基本方針（抄） （平成30年10月23日公務部門における障害者雇用に関する関係閣僚会議決定）

新規

新規

新規

新規

新規

※ 平成31年３、４月、各府省庁及び都道府県・政令市・中核市に対して、取組事例の提供に併せ、更なる取組推進を改めて依頼する通知を発出

【参考２】 「公務部門における障害者雇用に関する基本方針」に基づく対策の更なる充実・強化について(抄)

（平成31年３月19日公務部門における障害者雇用に関する関係閣僚会議決定）
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